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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第109期

第１四半期
連結累計期間

第110期
第１四半期
連結累計期間

第109期

会計期間
自 平成29年４月１日

至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日

至 平成30年６月30日

自 平成29年４月１日

至 平成30年３月31日

売上高 （百万円） 52,337 53,881 216,924

経常利益 （百万円） 1,899 1,759 6,869

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（百万円） 1,994 1,264 5,210

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,991 568 6,960

純資産額 （百万円） 56,647 60,994 61,041

総資産額 （百万円） 112,772 117,322 120,030

１株当たり四半期(当期)純利益 （円） 100.88 63.99 263.61

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 48.2 50.0 48.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。前連結

会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益を算定しておりま

す。

 

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。　

 

 
２ 【経営者による財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間（以下「当第１四半期」）における世界経済は緩やかな成長が続いており、日本に

おいても企業の設備投資が拡大し、輸出も増加するなど、底堅い成長が持続しました。

　

このような状況下、当社グループでは第６次中期経営計画の２年目を迎え、引き続き自動車関連、化学品・危

険品、食品物流を重点分野とした事業に注力しました。

　当第１四半期では、物流事業は引き続き好調に推移し、また、旅行事業でも業務渡航の取扱いが前年実績を上

回り、収入は拡大しました。一方で、退職給付費用の増加と営業体制強化のための人件費負担が先行し、利益を

押し下げました。

　

これらの結果、当第１四半期における売上高は前年同期比2.9％増の53,881百万円、営業利益は前年同期比

14.2％減の1,455百万円、経常利益は前年同期比7.3％減の1,759百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、

前期に移転補償金を特別利益として計上した反動により、前年同期比36.6％減の1,264百万円となりました。

 

セグメントの業績

　

①物流事業

日本では、自動車関連や化学品・危険品の輸出入取扱いが堅調に推移したほか、港湾事業においてもコンテナ

取扱い本数が増加しました。また、配送事業では一部荷主との運賃改定が進みました。

アジアでは、新倉庫開設の初期費用負担が生じたものの、アセアン域内物流が堅調な荷動きを見せ、収益を下

支えしました。

中国では、航空貨物の取扱いが堅調に推移した一方、海上貨物の取扱いは力強さを欠きました。

米州では、倉庫関連業務が伸長しましたが、スポット輸送案件が減少しました。

欧州では、陸送業務の取扱いに減少が見られましたが、基盤の倉庫事業が安定した伸びを見せました。

この結果、売上高は前年同期比3.4％増の38,297百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比19.0％減の

1,004百万円となりました。

　

②旅行事業

主力の業務渡航のほか、ホールセール、MICEなどの取扱いが伸長した一方、人材確保のための費用が増加しま

した。

この結果、売上高は前年同期比1.7％増の15,304百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比12.1％減の

234百万円となりました。

　

③不動産事業

京浜地区における駐車場などの不動産事業が堅調に推移しました。

この結果、売上高は前年同期比3.9％増の397百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比7.7％増の213

百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、受取手形及び売掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べ

2,708百万円減少の117,322百万円となりました。

負債は、未払法人税等および賞与引当金の減少等により、前連結会計年度末に比べ2,660百万円減少の56,328

百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金は増加しましたが、為替換算調整勘

定の減少等により、前連結会計年度末に比べ47百万円減少の60,994百万円となりました。自己資本比率は、前

連結会計年度より1.2ポイント増の50.0％となりました。

 

(3) 経営方針・経営戦略及び対処すべき課題等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略及び対処すべき課題につ

いて重要な変更並びに新たに生じた課題はありません。

　

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,272,769 20,272,769
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、100株であ
ります。

計 20,272,769 20,272,769 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年４月１日～
平成30年６月30日

－ 20,272,769 － 6,097 － 4,366
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ －

普通株式 467,200

（相互保有株式）
－ －

普通株式 102,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,654,600 196,546 －

単元未満株式 普通株式 48,469 － －

発行済株式総数  20,272,769 － －

総株主の議決権 － 196,546 －
 

(注) １．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれておりま

す。また、「議決権の数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれ

ております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式43株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

株式会社日新
横浜市中区尾上町
６丁目81番

467,200 ─ 467,200 2.30

（相互保有株式）      

原田港湾株式会社
横浜市中区海岸通
４丁目23番

46,800 ─ 46,800 0.23

新栄運輸株式会社
横浜市鶴見区平安町
１丁目46番１号

28,800 ─ 28,800 0.14

松菱運輸株式会社
大阪市西区西本町
２丁目１番30号

14,100 ─ 14,100 0.07

丸新港運株式会社
大阪市港区港晴
２丁目13番35号

8,800 ─ 8,800 0.04

日栄運輸株式会社
神戸市灘区摩耶埠頭
摩耶業務センタービル

4,000 ─ 4,000 0.02

計 ─ 569,700 ─ 569,700 2.81
 

 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 19,346 18,582

  受取手形及び売掛金 ※２  30,258 ※２  29,429

  原材料及び貯蔵品 162 83

  その他 5,759 6,394

  貸倒引当金 △143 △169

  流動資産合計 55,384 54,319

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 53,381 53,114

    減価償却累計額 △37,591 △37,749

    建物及び構築物（純額） 15,790 15,365

   機械装置及び運搬具 12,749 12,821

    減価償却累計額 △10,136 △10,108

    機械装置及び運搬具（純額） 2,612 2,713

   土地 17,762 18,165

   その他 3,673 3,638

    減価償却累計額 △2,859 △2,792

    その他（純額） 813 845

   有形固定資産合計 36,979 37,090

  無形固定資産   

   借地権 962 740

   その他 2,089 2,037

   無形固定資産合計 3,052 2,777

  投資その他の資産   

   投資有価証券 17,469 17,280

   長期貸付金 621 620

   退職給付に係る資産 1,634 822

   繰延税金資産 1,377 807

   その他 3,689 3,763

   貸倒引当金 △177 △159

   投資その他の資産合計 24,614 23,135

  固定資産合計 64,646 63,003

 資産合計 120,030 117,322
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 13,298 ※２  13,084

  短期借入金 8,553 8,257

  リース債務 295 324

  未払法人税等 1,507 176

  賞与引当金 2,222 1,266

  役員賞与引当金 70 16

  その他 6,962 8,109

  流動負債合計 32,910 31,235

 固定負債   

  社債 2,000 2,000

  長期借入金 14,632 14,834

  リース債務 953 1,100

  長期未払金 250 239

  退職給付に係る負債 4,010 3,432

  繰延税金負債 2,346 1,652

  その他 1,886 1,833

  固定負債合計 26,078 25,092

 負債合計 58,988 56,328

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,097 6,097

  資本剰余金 4,682 4,681

  利益剰余金 43,267 44,037

  自己株式 △715 △715

  株主資本合計 53,332 54,100

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,776 5,580

  繰延ヘッジ損益 △1 1

  為替換算調整勘定 122 △596

  退職給付に係る調整累計額 △604 △390

  その他の包括利益累計額合計 5,292 4,594

 非支配株主持分 2,416 2,299

 純資産合計 61,041 60,994

負債純資産合計 120,030 117,322
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

 【四半期連結損益計算書】

   【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 52,337 53,881

売上原価 43,607 44,900

売上総利益 8,730 8,980

販売費及び一般管理費 7,033 7,525

営業利益 1,697 1,455

営業外収益   

 受取利息 15 17

 受取配当金 163 192

 持分法による投資利益 125 123

 その他 51 79

 営業外収益合計 356 412

営業外費用   

 支払利息 89 84

 為替差損 24 2

 その他 40 21

 営業外費用合計 154 108

経常利益 1,899 1,759

特別利益   

 固定資産売却益 31 18

 移転補償金 ※１  1,372 －

 特別利益合計 1,403 18

特別損失   

 固定資産除却損 39 8

 固定資産売却損 － 0

 固定資産撤去費用引当金繰入額 ※２  287 －

 特別損失合計 327 8

税金等調整前四半期純利益 2,975 1,769

法人税、住民税及び事業税 709 207

法人税等調整額 207 256

法人税等合計 916 464

四半期純利益 2,059 1,305

非支配株主に帰属する四半期純利益 64 40

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,994 1,264
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 【四半期連結包括利益計算書】

   【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

四半期純利益 2,059 1,305

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 325 △198

 繰延ヘッジ損益 1 2

 為替換算調整勘定 △402 △737

 退職給付に係る調整額 25 214

 持分法適用会社に対する持分相当額 △16 △18

 その他の包括利益合計 △67 △737

四半期包括利益 1,991 568

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,946 566

 非支配株主に係る四半期包括利益 45 1
 

EDINET提出書類

株式会社日新(E04320)

四半期報告書

11/19



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

 
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

　

 
(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

一部の連結子会社は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によってお

ります。

 

 

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産に区分し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。　
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(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金等に対して債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

夢洲コンテナターミナル㈱ 946百万円

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.K.)LTD.
(1,240千GBP)

184 〃

横浜はしけ運送事業協同組合 162 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.S.A.)INC.
(1,000千USD)

106 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(THAILAND)
CO.,LTD.
(30,000千THB)

102 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(CANADA)INC.
(45千CAD)

3 〃
 

夢洲コンテナターミナル㈱ 946百万円

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.K.)LTD.
(1,240千GBP)

179 〃

横浜はしけ運送事業協同組合 162 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.S.A.)INC.
(1,000千USD)

110 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(THAILAND)
CO.,LTD.
(30,000千THB)

99 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(CANADA)INC.
(45千CAD)

3 〃
 

 

合計 1,504百万円  1,501百万円
 

 
 
※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が期末残高から除かれております。

 

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

受取手形 94百万円 99 百万円

支払手形 － 〃 5 〃
 

 

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１　移転補償金　

前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

横浜市の「山下ふ頭再開発計画」に伴う当社保有の山下北倉庫および連結子会社保有の山下埠頭倉庫移転に対

する補償金であります。
　

当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

該当事項はありません。

 
※２　固定資産撤去費用引当金繰入額

前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

横浜市の「山下ふ頭再開発計画」に伴う連結子会社保有の山下埠頭倉庫移転により生ずる撤去費用引当金の繰

入額であります。
　

当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

     当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
 至 平成30年６月30日)

減価償却費 629百万円 644百万円
 

 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月22日
取締役会

普通株式 445 4.50 平成29年３月31日 平成29年６月８日 利益剰余金
 

(注) 平成29年５月22日取締役会決議における１株当たり配当額は、基準日が平成29年３月31日であるため、平成

29年10月１日付の株式併合前の金額を記載しております。

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月21日
取締役会

普通株式 495 25.00 平成30年３月31日 平成30年６月６日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

    報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）物流事業 旅行事業 不動産事業 合計

売上高       

  外部顧客への売上高 37,005 15,024 307 52,337 － 52,337

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

24 30 74 129 △129 －

計 37,030 15,054 382 52,467 △129 52,337

セグメント利益 1,239 266 198 1,704 △6 1,697
 

(注) １．セグメント利益の調整額△６百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

    報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）物流事業 旅行事業 不動産事業 合計

売上高       

  外部顧客への売上高 38,272 15,267 340 53,881 － 53,881

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

24 36 56 118 △118 －

計 38,297 15,304 397 53,999 △118 53,881

セグメント利益 1,004 234 213 1,452 3 1,455
 

(注) １．セグメント利益の調整額３百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
 至 平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益 100.88円 63.99円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

1,994 1,264

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

1,994 1,264

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,768 19,765
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。前連結会計

年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第109期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)期末配当については、平成30年５月21日開催の取締役会にお

いて、平成30年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり期末配当を行うことを決議

いたしました。

①  配当金の総額 495百万円

②  １株当たりの金額 25.00円

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年６月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年８月９日

株式会社日新

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　本　　哲   也 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大   嶋   幸   児 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日新の

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成30年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日新及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

   以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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